
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式・・・移動平均法による原価法を採用している。

満期保有目的の債券並びに関連会社株式以外の有価証券

時価のあるもの・・・市場価額等に基づく時価法を採用している。

（２）金銭の信託の評価基準及び評価方法

時価法を採用している。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

刊行物：売価還元法

未成受託事業支出金：個別法による原価法(貸借対照表の価額は、収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

（４）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

（５）引当金の計上基準

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異等の費用処理方法

（６）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び取得日から起算して3ヶ月以内に現金となる預金を含めている。

（７）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
　（単位：円）

基本財産

土地

建物

関連会社株式

定期預金

特定資産

積立有価証券預金

退職給付引当資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

ソフトウェア

美術品

財務諸表に対する注記

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 最終改正令和2年5月15日 内閣府公益認定等委員会）を採用している。

役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

貯蔵品：最終仕入原価法(貸借対照表の価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

小　計

小　計

合　計

4,572,367,812

9,956,585,625 538,428,724 1,204,759,648

41,036,000 0

60,262,902

2,149,957,122

49,494,000

64,649,022 415,173,461 1,918,605,585

3,562,231,553 123,099,524 725,779,376

0 8,426,000 51,836,902

64,549,022 406,747,461 1,807,758,683

9,416,000

2,269,130,024

2,959,551,701

814,000

0 0 49,494,000

100,000 0 9,516,000

6,213,533 9,514,450

0 70,747,020 4,501,620,792

0 41,036,000

688,440,004 65,043,000 63,576,634 689,906,370

237,929,671 145,970,000 89,647,833 294,251,838

6,749,902 0 592,461 6,157,441

248,202,791 788,216,109832,916,700 203,502,200

9,290,254,701

12,225,715,649 603,077,746 1,619,933,109 11,208,860,286

14,913,983

科　目

無形固定資産（リース資産を除く）・・・法人内利用のソフトウェアについては、利用可能期間における定額法
を採用している。

貸倒引当金・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金・・・・職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計
上している。

賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法は期間定額基準
によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

数理計算上の差異は発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理している。会計基準変更時差異は15年で費用処理している。

リース資産・・・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法を採用している。所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地

建物

関連会社株式

定期預金

特定資産

積立有価証券預金

退職給付引当資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

ソフトウェア

美術品

４．担保に供している資産

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物

特定資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

その他固定資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

令和2年度保健衛生施設等
施設・設備整備費国庫補助
金

-0

小　計

小　計

小　計

8,634,520,682

－

－

合　計

指定正味財産

△ 6,773,714,754

5,280,648,469 △ 4,532,278,870

0

324,635,603 △ 283,631,755 0

4,666,925,322 △ 2,888,393,564 0

723,882,342 △ 618,803,995

△ 2

0

△ 53,047,245

461,197,000 485,372,470 125,236,338

105,078,347

41,003,848

748,369,597

8,497,761,579

0

政府開発援助結核研究所補
助金

0 0

保健衛生施設整備費国庫補
助金

結核研究所補助金

-0 304,322,000

当期末残高

1,807,758,683

1,807,758,683

689,906,370

6,157,441

294,251,838

788,216,109

1,778,531,758

4,017,019,346

41,036,000 (41,036,000) － －

773,716,400 △ 479,464,562 0

689,906,370

4,911,471,138

34,974,900

304,322,000 0

0 426,800 782,467

保健衛生設備整備費国庫補
助金

小　計 1,290,202,920

入国前結核スクリーニング
精度管理事業

16,989,401,134 △ 11,968,000,192

看護職員等処遇改善事業補
助金 厚生労働省

厚生労働省

補助金等の名称

国庫補助金

481,073,507 65,043,000

厚生労働省

厚生労働省 1,209,267

厚生労働省

厚生労働省

17,007,000厚生労働省 0

科　目

小　計

小　計

合　計

科　目

 東村山市諏訪町3-6-1等の基本財産土地27,866,343円及び基本財産建物426,460,433円、その他固定資産土地31,362,870円及
びその他固定資産建物1,192,901,869円は、長期借入金1,138,410,000円及び1年以内返済長期借入金72,280,000円の担保に供
している。

減損損失累計額

11,208,860,286 (3,946,571,557) (2,760,667,937) (4,501,620,792)

9,290,254,701 (2,339,097,870) (2,449,536,039) (4,501,620,792)

788,216,109 (734,069,681) (54,146,428)

(7,654,547) (1,859,903) 0

－

1,807,758,683 (1,496,626,785)

(51,836,902) －

(311,131,898) －

51,836,902

－

49,494,000 (49,494,000) －

9,516,000

－

－

－

4,501,620,792 － － (4,501,620,792)

－

10,660,234,720 △ 6,533,285,572

－

294,251,838 (294,251,838) －

1,918,605,585 (1,607,473,687) (311,131,898)

△ 109,929,802

△ 53,047,245

(665,771,389) (24,134,981)

6,157,441 (4,091,607) (2,065,834)

(9,516,000)

9,514,450

－

2,959,551,701 (592,222,808) (2,367,328,893)

△ 6,773,714,754

0 －

149,411,808

当期増加額 当期減少額

指定正味財産

658,508,338 200,838,000 204,953,915 654,392,423 指定正味財産

511,141,607

17,007,000

指定正味財産

当期末残高

△ 109,929,804

30,290,847,138 △ 21,630,108,510 △ 162,977,049

交付者 前期末残高

減価償却累計額取得価額

1,321,314,475 △ 631,408,105 0

23,469,567 △ 17,312,126 0

2,548,424,880 △ 1,760,208,771

8,634,520,682

（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち一般正味財産か
らの充当額）

（うち負債に対応する
額）

1,048,407,000 1,047,057,085 1,291,552,835

貸借対照表上
の記載区分

当期末残高



貸借対照表上
の記載区分

13,325,880 48,228,125

0

598,000

7,827,526

15,674 391,326

6,181,360

10,848,000 10,848,000

－

0 1,068,000 1,068,000

難病等の医療費助成制度に
おけるオンライン資格確認
のための医療機関システム
改修等事業補助金

東京都

新型コロナウイルス感染症
検体検査機器設備整備補助
金

東京都 2,743,583 0 803,000 1,940,583 指定正味財産

補助金等の名称 交付者

0

東京都

5,790,190

0

0

オンライン資格確認等導入
補助金

0

5,489,767

新型コロナウイルス感染症
患者受入医療提供体制緊急
整備事業
病床確保支援事業

東京都

2,279,333 0

0

令和6年度東京都がん診療
施設施設・設備整備費補助
金

0 468,000

東京都

災害拠点病院自家発電設備
等強化事業

新型コロナウイルス感染症
検体検査機器設備補助金

東京都地域医療構想推進事
業(施設整備)費補助金 指定正味財産

1,674,750 指定正味財産

新人看護職員研修事業費補
助金 東京都 198,183 0 50,600 147,583 指定正味財産

0

指定正味財産

令和6年度東京都医療機関
等物価高騰緊急対策支援金 0

574,200

8,314,792

東京都

3,947,240

東京都 0

東京都

1,060,133

2,037,336

598,000

422,000

1,219,200

23,633

200,000 0

0

東京都医療施設自家発電装
置整備事業補助金

東京都休日・全夜間診療事
業参画医療機関施設整備費
等補助金

新型コロナウイルス感染症
患者受入医療機関臨時支援
金

東京都

新型コロナウイルス感染症
患者受入医療提供体制緊急
整備事業

東京都 0

東京都

東京都

200,000

緩和ケア病棟施設設備整備
費補助金 東京都 2,248,950

422,000

0

東京都・新型コロナウイル
ス感染症医療提供体制緊急
整備事業

令和6年度看護補助者処遇
改善事業補助金

令和6年度東京都入院時食
事療養支援金

0

指定正味財産

0

589,600 1,622,867

8,809,250

指定正味財産7,705,683

61,554,005

－

指定正味財産

－

－

220,000 3,667

6,192 461,808

指定正味財産

東京都 1,049,704 0

0 407,000 指定正味財産

指定正味財産

指定正味財産

－

0 283,736

979,219

東京都 6,465,096

572,131

0

9,621,760 0 812,510

東京都災害拠点連携病院運
営協力金

指定正味財産

東京都 3,758,443

東京都

1,692,002 0 634,500 1,057,502

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

指定正味財産東京都 3,166,751

新型コロナウイルス感染症
検体検査機器設備整備費補
助金

477,573

2,212,467

4,145,970

216,333

令和6年度
介護サービス事業所燃料費
高騰緊急対策支援金

東京都 0 21,600 21,600 0

東京都地域医療構想推進事
業(設備整備)費補助金

地方公共団体補助金

東京都

東京都地域医療構想推進事
業(施設設備整備)費補助金
(設備)

東京都医療施設耐震化緊急
整備事業補助金

東京都

令和6年度東京都新人看護
職員研修事業費補助事業 東京都

新型コロナウイルス感染症
患者受入医療提供体制緊急
整備事業
救急・周産期・小児医療体
制確保支援事業

東京都

東京都

東京都

21,843,799

指定正味財産

指定正味財産

387,845 指定正味財産

118,153 0 94,520

指定正味財産0 793,026 21,050,773

523,809 0 135,964

13,804,559

指定正味財産

－

指定正味財産

0



237,642,171

小　計

受取民間助成金

公益法人等が行う公益事業
への助成に係る助成金

一般財団法人
日本宝くじ協

会

0

576,000

0

当期増加額 当期減少額 当期末残高

283,333 指定正味財産

517,500 0 －

0 300,000 16,700

介護サービス事業所燃料費
高騰緊急対策支援金 東京都 0 21,600 21,600 0 －

東京都医療機関等物価高騰
緊急対策事業支援金 (10～
3月)

東京都

283,300 指定正味財産

－

入院時食事療養支援金

東京都 0

0

0 209,000

0 －

799,931 799,931

0

6,693,000

6,208,000 6,208,000 0

419,233

152,000 152,000

東京都疑い患者一時受入実
績謝金 (4～9月)

3,264,000

294,114,338

ワクチン保管用フリーザー
UD-80W74NF

東京都

前期末残高

0 517,500

東京都

東京都 782,000

209,000 0

貸借対照表上
の記載区分

－

東京都 0 3,264,000

－

0

0

0

－

0

888,970 指定正味財産

東京都 0

576,000 0 －

6,693,000

1,678,519,976 1,229,807,631 1,203,650,378

375,000 1,625,000 指定正味財産

大山健康財団学術集会支援
助成金 大山健康財

団
0 200,000 200,000 0 －

指定正味財産

新型コロナウイルス感染症
対策整備支援事業支援金

89,497,833

1,704,677,229合　計

マイナ保険証利用促進助成
金

社会保険診
療報酬支払

基金
0 450,000 450,000 0 －

380,600 951,500 指定正味財産

新型コロナウイルス流行時
におけるサービス提供体制
補助金

－

補助金等の名称 交付者

116,217,223

新人看護職員研修事業補助
金

小　計

東京都デジタル環境整備促
進事業補助金

看護補助者処遇改善事業補
助金

東京都 0

782,000

16,667

東京都 1,308,203

介護職員等居住支援特別手
当

0

非常用電源整備促進事業

東京都 0

介護職員処遇改善補助金

240,974,271 147,325,000 91,392,100 296,907,171

147,342,785 34,075,631 65,201,193

485,000 0 －

2,000,000 0

3,667 216,333 指定正味財産

485,000
千代田区保

健所

145,970,000

日本財団

医療扶助(生保)におけるオ
ンライン資格確認の導入助
成金

社会保険診
療報酬支払

基金
0 220,000

オンライン資格確認関係補
助金

社会保険診
療報酬支払

基金
1,332,100 0

0

介護職員等居住支援特別手
当 東京都

300,000

非常用電源等整備促進事業

東京都



７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額

目的達成による指定解除額

減価償却費計上による振替額

固定資産除却損計上による振替額

８．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

期末
残高

(千円)

９．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 現金預金勘定

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

取得したリース資産が188,223,814円ある。 取得したリース資産が117,255,160円ある。

計上した資産除去債務が83,560,620円ある。 計上した資産除去債務が199,984,542円ある。

１０．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用している。

退職一時金制度では、退職給付として給与と勤務期間に基づいた一時金を支給する。

（２）確定給付制度

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 （単位：円）

期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額 

期末における退職給付債務 

②退職給付債務と退職給付引当金の調整表

退職給付債務

未認識会計基準変更時差異

未認識数理計算上の差異

退職給付引当金

③退職給付に関連する損益

勤務費用 

利息費用

数理計算上の差異の当期の費用処理額

会計基準変更時差異の当期の費用処理額

確定給付制度に係る退職給付費用

④数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしている）

割引率

9,004,059

460,146,369

役員
当法人
理事長

－ －
当法人
理事長

－
債務被保

証
－

事業の内
容又は職

業

資産総額
(千円)

478,479,006

内　容

合　計

0

422,228,651

4,906,340,043

4,906,340,043

（注）当法人の借入金に対して債務保証を受けていますが、保証料の支払いは行っていません。なお、取引金額は、期末
における債務保証残高（借入金残高）を記載しています。

当法人の
借入金に
対する債
務被保証

1,210,690

取引の内
容

関連当事
者との関

係

当期末前期末

－

議決権等
の所有割
合(%)

9,328,578

住所種類
法人等の名称

又は氏名
科目

取引
金額

(千円)

金　額

4,907,498,791

360,059,469

50,401,042

当期末前期末

4,843,588,478

268,726,900円

0円

268,726,900円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

△ 62,751,565

507,992,449円

0円

507,992,449円

360,059,469

50,401,042

11,768,140

30,617,341

△ 442,236,600

0

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

1.024%



１１．金融商品の状況に関する注記

（１）金融商品に対する取組方針

（２）金融商品の内容及びそのリスク

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

①資産運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

②リスクの管理

１２．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：円)

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

１３．資産除去債務に関する事項

（１）当該資産除去債務の概要

建設リサイクル法に基づくコンクリート塊等のリサイクル費用及びフロン回収破壊法による

フロン除去に係る費用等である。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

当該資産取得からの使用見込期間を3年から60年と見積り、割引率は△0.075%から2.669％を

使用して資産除去債務の金額を計算している。

（３）当該資産除去債務の総額の増減

建設リサイクル法に基づくコンクリート塊等のリサイクル費用として計上している資産除去債務について、

リサイクル費用に係る見積書等の新たな情報を入手し検討した結果、割引前の将来キャッシュフローに重要な

見積の変更が生じたため、見積の変更を行った。

この見積の変更により、変更前の資産除去債務残高に89,790,267円を加算している。

（単位：円）

当期取得資産による増加額 110,194,275

　当法人は、従来、主に銀行預金で資金を運用していたが、低金利が継続していることに鑑み、平成30年度に資
金運用規程を改正し、運用対象の拡大を図った。
　退職給付引当資産について、基本ポートフォリオを策定し、適正な目標利回りを最低限のリスクで確保するよ
うに努め、資産、地域、時間等を分散して投資することを基本として、長期運用の観点に立ち、安定的かつ効率
的に収益を獲得しながら資金需要を十分に考慮し、流動性を確保した資金運用を開始している。

期末残高

443,388,010

△ 126,671,037

517,438,634

(注２) 当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した金額であり、建
物については適正な帳簿価額である。

貸借対照表計上額

1,500,328,071 6,138,434,718

当期末の時価

　当法人の退職給付引当資産は、定期預金、金銭の信託（債券、株式、現金等）、投資有価証券（REIT）で構成
され、長期的な観点から資産構成割合を定めて保有している。これらの運用資産は、発行体の信用リスク、市場
価格の変動リスク等が生じることになる。

資金運用規程により、理事長は少なくとも半年に１回、全運用資産から生じた利子、分配金、配当金等の合
計 、全運用資産の時価 （投資信託の場合は基準価額）、全ての債券等の個別有価証券の信用格付けについ
て、運用経過のモニターを行い、資金運用の経過及び結果について少なくとも年１回又は必要に応じて理事
会に報告する。

期首残高

等価交換による減少額

　当法人では、東京都において、収益事業に使用するため賃貸用のオフィスビル及びサービス付高齢者向け住宅
（土地を含む。）を有している。

時の経過による調整額 1,575,399

資産除去債務の履行による減少額 △ 838,280

見積の変更による増加額 89,790,267


